
「腎疾患総合対策」の早期確立を！

　私たちの会は、1971年に結成した腎臓病患者の患者会
組織です（結成当時の名称は「全国腎臓病患者連絡協議
会」）。組織の目的は「腎臓病に関する正しい知識の普及及
び社会啓発並びに腎臓病患者の自立と社会参加の促進を
図り、社会の発展に寄与すること」としており、設立以来様々
な取り組みを行ってきました。
　全腎協は全国の腎臓病患者の代弁者として行政・医療団
体へ要望を申し入れるなど、医療や福祉に関する問題提起や
政策提言も行っています。また、早くから臓器移植の普及啓発
活動に力を入れてきました。腎臓病に関する講演会の開催や
会報誌の発行を通じて、腎臓病患者の療養生活の向上に努
めるとともに、一般の方を対象とした腎臓病に関するシンポジウ

ムを各地で開催するなどの社会啓発活動を行っています。
　その活動の公益性の高さから1996年には厚生大臣（当
時）所管の公益法人の認可を受け「社団法人全国腎臓病
協議会」となり、一層公益目的を意識した活動を行ってきまし
た。2014年4月には、公益法人法改正に伴い「一般社団
法人 全国腎臓病協議会」に移行しました。
　現在は47都道府県の患者会が加盟し、全国の会員数は
約6万5,000人（2021年4月現在）で、日本最大の患者会
といわれています。
　あなたの地域にも全腎協加盟の患者会があります。入会ご
希望の方、治療や生活でお困りの方はぜひお近くの加盟組
織にご相談ください。

　国会請願とは、憲法第１６条で認められた国民の権利で、
国民が国政に対する要望や意見を直接国会に述べる方法で
す。請願するには紹介議員が必要で、衆・参両院の議長に
提出します。受理した議長は、関係の委員会に審議を付託し、
委員会が採択すれば本会議にかけます。本会議でも採択され
ると、議長は内閣に通知し、内閣（担当府省庁）は処理方
針を議長に回答します。採択されない場合には「審議未了」
で廃案となったり「不採択」となります。
　国民の重要な権利としてなされる要望であり、国民の代表
でもある議院が要望を採択するという重い行為で、内閣も責
任をもって「具体的に対処する」「その要望についてはこう考
える」などと回答します。これらの行為は「請願法」という法律
に基づいています。
　したがって、署名する側も責任感をもって取り組まなければ

なりません。複数人名を一人で書いて無効になったり、代筆
には押印が必要だというのはそのためです。
　なお、請願は一人からでも可能ですが、何十万人という請
願にはそれなりの重みが加わります。ぜひ皆様のご理解を得
て、今次請願も採択を目指しましょう。
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「腎疾患総合対策」の
早期確立を要望する請願書

　我が国では腎臓病患者が1,300万人を超えると推計され、国民病の一つとも言われています。現在で
は早期発見，早期治療が可能になっていますが、発症すると長期にわたる治療が必要で、経緯を経てス
テージⅣを超え慢性腎不全に至ると腎代替療法が必要となり、人工透析治療か、腎臓移植となります。
現在、人工透析患者は34万人を超えかつ毎年増加し続けています。また、移植希望登録者は1万
3,000人以上に上っています。
　国にあっては、かねてより私たち人工透析患者の請願に呼応し、腎疾患対策事業、糖尿病を含む生
活習慣病対策事業などを実施されていることに感謝申し上げます。その成果や官民を挙げての啓発活動
の効果などが相まって、透析患者の増加率こそ鈍化傾向となりましたが、減少するまでには至っていませ
ん。加えて、早期発見、適切な治療により、透析導入の時期は遅くなりましたが、その結果、患者全体
の高齢化が顕著となり、通院支援の必要性、介護の確保などが喫緊の課題となっています。また、大規
模地震、異常気象による災害などはいつ起こるか予測できませんが、万が一発生した場合、年間160回
近くの通院を要する透析患者には大きな不安要素となります。
　つきましては、腎臓病の早期発見、十分な保存期治療をお願いするとともに、腎代替療法が必要となっ
た場合の十分な説明と同意、そして「いつでも、どこでも、誰でも」透析が受けられる社会を維持しつつ，
高齢化対策、災害対策など新たな課題にも万全を期していただきたいと考えます。さらに、臓器移植につ
いても一層国民の理解が進むことを願っております。
　最後に新型コロナウイルス感染症に関して、世界を挙げて治療方法の研究が行われ、いくつかは実
用化されていますが、最大の対抗手段はワクチン接種とされています。現在の、国、地方自治体全力で
のお取り組みに対し、深く感謝申し上げます。しかし、ワクチン接種効果の有効期間、再接種の必要性
などについてエビデンスがないという中で、私たち基礎疾患保有者は不安を感じており、適切なご対応を
望んでおります。
　以上申し上げたことを踏まえ、「腎疾患総合対策」として次の６項目について取り組まれるよう要望いた
します。



署名の書き
方と

請願のポイ
ント

請願署名に
ご協力お願いします。
ご家族や周囲の方にも
お声掛けください。

活動を支える募金にもご協力ください
　皆様にご協力いただいた募金は、国会請願に必要な費用として使わせていただくほか、「腎疾患総合対策」確立の活動
を進めるための資金として、全腎協および加盟都道府県組織で大切に活用させていただきます。皆様のご理解とご協力を
お願いいたします。なお、この募金はあくまでも任意でお願いしています。

　私たちの透析治療の環境は国会請願署
名に大きく守られています。会員も会員でな
い方も、ご家族も医療スタッフもぜひとも署
名にご協力ください。患者自らが声を上げ、
私たちの苦しみを正しく国会に届けましょう。
皆様の積極的なご協力をお願いいたします。

募金

請願署名に
署名にご協力ください

署名の書き
方と

請願のポイ
ント

＊署名の書き方＊
●署名は自筆でお願いします。自筆の署名には押印の必要はありません。
●やむをえず代筆する場合は、代筆した方の印鑑ではなく、代筆を頼んだ方
（氏名欄にある氏名の方）の印鑑を代筆印の欄に押してください。家族な
どで姓が同じ場合でも個別の印鑑を使用してください。

●氏名・住所をはっきりお書きください。家族でも「〃」「同」と略さず、姓（名
字）・住所（都道府県名から）をお書きください。また、集合住宅の場合は
建物名・部屋番号までお書きください。

●訂正は、2本線（=）を引いて削除してお書き直しください。修正ペン（液）
などは使用しないでください。

氏　　　名 代筆印住　　　所

姓を略さないで
書く

都道府県名も略さず書く

○署 名 例
都 道

府 県

都 道

府 県

都 道

府 県

都 道

府 県

※個人情報の取り扱いについて
署名用紙にご記入いただいた住所、氏名などの情報は、国会請願署名を提出する以外の目的では使用することはありません。

都 道

府 県

都 道

府 県

東京さんが大阪さんの代筆
をする際は、大阪さん（頼ん
だ方）の印鑑を押す

都 道

府 県

都 道

府 県

（建物名と部屋番号も記入）

（建物名と部屋番号も記入）

（建物名と部屋番号も記入）

（建物名と部屋番号も記入）

同じでも
住所を書く

1.新型コロナウイルス感染症対策において、私たち腎臓病患者を含め基礎疾患を有する者に対
する感染防止策の強化はもちろんのこと、ワクチン接種、有効な治療薬の開発及び治療体制
の確保等についてもしっかりと推進してください。

2.腎臓病の早期発見と重症化予防に向け、総合的対策とともに多職種が連携した取り組みにつ
いても推進してください。

3.医療ニーズのある腎臓病患者の利用者であっても、安心して介護保険施設に入所できるよう、
人的・財政的措置をご検討ください。

4.高齢人工透析患者の増加により通院困難者が増えています。国と地方自治体が連携し、通院
を保障する体制を整備するよう努めてください。

5.広域災害発生時における人工透析患者について、治療施設の確保をはじめ生活の場及び通
院手段の確保など国と地方自治体が連携し、患者目線での対策の策定をお願いします。

6.改正臓器移植法による腎移植の推進及び再生医療の研究が進むよう努めてください。

氏　　　名 住　　　所 代筆印
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